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東南アジア諸国における太陽光発電と 
小規模水力発電の導入と活用について 
 
飯田 謙一 
 
１、はじめに 
 
全国の地方都市や地域の活性化、このことに対する特に地方自治体の取り組みや努力が、現
実にどのように行われているかを把握・研究する目的で、専修大学社会科学研究所は長年にわ
たり春季と夏季に調査合宿を実施している。2013 年度春季実態調査が、2014 年 2 月 25 日～2
月 27 日の 3 日間、長野県飯田市と隣接する阿智村で実施された。日本全国の地方自治体が、
長年に亘つた経済不況下でいかにして税収を確保し、かつ深刻な少子高齢化問題や地域の過疎
化などの問題に対して努力を行っているかなどに、強い関心を持ち研究を行っている筆者は、
今回も調査に参加して各種の情報を得る事ができた。この度も訪問先で多くの方々から直接貴
重な体験や意見を聴けて、今後の研究の資料や情報を多数得る事ができた。それら全てに関し
紹介できないので、小論ではその一部に関して紹介する。 
最初に、此度訪問して貴重な情報を提供して頂いた方々の情報内容についてごく概略的に紹
介し、その中から筆者が近年特に関心を持っている事項と関連させ記述する事にしたい。 
この度の合宿調査研究は、2 月 25 日午後、長野県飯田市に到着後、飯田市市役所を訪問し、
市長はじめ各課の担当者の皆さんから市政に関して懇切な説明を受けた。最初に企画課の上沼
氏より飯田・下伊那の人口減少対策の一つとして、現在 4 年制の大学が市に存在しないために、
高校卒業時に約 8 割の学生（若者）が地域を離れてしまい、将来的にもその回帰率が約 4 割し
かなく人材の流出が多い。また 4 年制大学がないので、専門的な知識や技術を地域に蓄積する
ことが難しく、そのことは地域の将来を担う人材が不足して、結果的に地域活性の低下につな
がっている。そこで高等教育機関の設置が地域の長年の悲願であったが、現地に 4 年制大学の
設置は様々な要因から困難であると考へている。しかし他の地域の多数の大学や研究機関から、
多くの研究者が調査・研究・学習の場として、同市を訪れている事に着目し、多くの大学や研
究機関と連携するという、大学連携の考え方に立って、市を将来学術の中心、すなわち学術中
心都市となることを目指して努力している。そこで現在また将来にわたっても、大学との連携
を積極的に行う努力をしているとの説明を受けた。 
続いて、会議を終えられた牧野光朗市長から『「ニッポンの日本」をデザインする南信州・飯
田市の戦略的地域づくり』と題して、飯田市が現在日本全国の殆どの地方自治体が、共通に直
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面している少子高齢化問題、若者の地域からの離散、我が国の長年にわたる経済停滞による税
収の減少。そのために全国の殆どの自治体の財政状態が深刻化している状態の下で、飯田市が
地域振興と将来の発展のために、如何に取り組んでいるかについて、１）人口減少化時代にお
ける都市の再構築、特に飯田・下伊那では全国よりも早いペースで人口が減少しているので、
都市の再構築をいかに図るか。２）持続可能な地域づくりのために、環境と住民をどのように
とらえて活性化に結び付けていくかとして、具体的には環境の面では、地球温暖化防止のため
にユニークな「おひさま発電所・設置プロジェクト」の実現、それに住民（人）の面では、地
域の将来を担う人材の確保ができなければ、地域の持続はなしえないとして、「文化経済自立都
市」構想をうちだし、そのために①住民が帰ってこられる「産業づくり」、その具体的な例とし
て公益財団法人南信州・飯田産業センター（ものづくり拠点＝地場産業振興センター）を地域
の企業、全国の大学や試験機関、南信地域の自治体、金融機関の協力により設置。②故郷を離
れて行った人々が、再び帰ってきたいと考える「人づくり」、そのために地域産業クラスタ （ー航
空宇宙産業、環境、食農クラスター）の活用。③住民が住み続けたいと感じる「地域づくり」
を、その基本構想・基本計画としてその実現に取り組んでいる。そのために医療費の抑制もか
ねて、様々な地域医療システムの確立に努力している。さらに「地域づくり」では地域による
心豊かな人づくり、すなわち地育力を育成するために、都市と農村の交流、さらに大学連携を
積極的に展開して、将来の人材の育成や産業振興へと結び付けていく努力をしていること。そ
して全国の多くの自治体ばかりでなく、我が国が現実に直面している急激な人口減少の中で、
持続可能な地域づくりをいかに実現していくか、そのために求められる事業構想（プロジェク
トデザイン）に関して等、様々な具体例を用いた説明と解説を受けることが出来た。また市が
現在までに取り組んできた様々な事柄とその成果、ならびに市を今後どのように発展させてい
くかに関しても、市長からその内容に関して詳しく説明を受ける事ができ、今後多くの地方自
治体が進むべき方向性を考える上で、大変有益なヒントを得ることが出来たと思った。 
その後、産業工業課の一之瀬氏から、この地域の高度物つくり産業を推進するための公益財
団南信州・飯田産業センターの内容と、そのセンターが実施しているスタッフ支援体制、なら
びに産官協働による環境産業のダイナミズム創発を目指し、NESUC-IIDA（南信州下伊那共同
発注グループ＝現在 56 社が登録）を設立して、共同受注ビジネスネットワーク支援センター
を運営したり、飯田航空宇宙プロジェクトに関する組織や、その運営と協働関係などに関して
説明を受けた。 
また飯田市や南信州下伊那共同グループでは、地域の産業を食農クラスター、航空宇宙クラ
スター、環境クラスターの地域産業クラスターを積極的に形成して、定住自立圏構築のための
産業ダイナミズムの創発に積極的に取り組み、地域による心豊かな人づくりを目指し活動して
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いる等の説明を受けた。 
続いて産業経済部農業振興課の林氏から、地域が取り組む農業政策、特に近年地域特産の柿
やリンゴを台湾、シンガポール、香港など海外市場の獲得を目指して活動している事の説明を
受けた。近年日本の農産物は衛生的で品質が良い事から、未だ産地は限られているが、日本各
地の農産物が海外市場で販売拡大に成功している。ところでここ数年我が国貿易収支の赤字幅
が拡大して問題となり、その対応策として海外で注目され始めた農産物の輸出拡大を図って行
くことが重要となってきている。海外の農産物販売市場で認知され、その地域市場で確固たる
地位を築くのは容易ではないが、今後我が国の農産物の輸出拡大のためにも、飯田市のように
農産物の海外市場拡大の努力を地道に続ける事は、我が国の農業が新しい市場を開拓して、今
後世界の農産物販売市場で確固たる地位を築くためと、日本経済の発展にとり必要であると考
えた。 
翌日 2 月 26 日は飯田信用金庫を訪問し、飯田信金南信州研究所の林郁夫氏から、飯田市の
経済を形成してきた歴史的・文化的な経緯に関して、飯田の産業の歴史や地域経済のために活
躍した人材、それに地域の木材資源である檜や、日本最初の馬の育成、生活を支える農産物（こ
の地域のごぼう、ネギ、サトイモ、スイカ、）さらに輸出のエースとして、日本の近代化を支え
た養蚕、それに元結（水引）産業の発生と興隆に関し、歴史と関連させて説明を受けた。 
さらに飯田信金では、同信金の吉川芳夫氏から地域の経済・産業に対する信用金庫の役割と
意義、それに現在飯田信金がこの地域や、長野県で果たしている役割や貢献に関して、具体的
な例を通して説明を受け、現実に飯田信用金庫が現地の経済や地域発展に、大きな役割を果し
ている事の説明を受け、地域の産業に信用金庫が果たす様々な役割を理解した。 
飯田信金訪問後、市役所に移動し、飯田市役所の環境・水道課の井口氏と同環境・水道課の
佐藤氏から、「環境モデル都市飯田の挑戦」とする地球温暖化対策に関して、市がこの問題に如
何に取り組んでいるかの興味深い説明を受けた。 
続いて、おひさま進歩エネルギー株式会社代表取締役社長原 亮弘氏から、「市民の意思ある
お金で取り組む自然エネルギーの普及促進」と題して、会社のスタートから今日までの活動状
況、会社の目指す理念などの話を聞く事ができた。同社については後で詳しく取り上げるので、
ここではごく簡単に触れたい。「おひさま進歩エネルギー株式会社」は注1） 今から10年前の2004
年 2 月に「環境文化都市」を目指す飯田市を中心とした、地域南信州エネルギーの地産池消で
循環型社会構築のために市民ができる事、市民でないと出来ない事があるはずであると考え、
南信州おひさま進歩という NPO が設立され誕生した組織である。当時使用済み食料油を自動
車の燃料として使用できないかとの考えが、市内の商店や市民の有志の間に起こり、そのため
に BDF 精製実験プラントができ実験が行われていた。2004 年 12 月に「おひさま進歩エネル
－ 58 － 
ギー（有）」としてパートナーシップ型環境公益事業を、NPO の市民事業の理念を核に、様々
な主体の力を集めて立ち上げ、さらに公益事業パートナー、環境省の 2004 年（まほろば）「環
境と経済」モデル事業として、飯田市内の協力会社をベースに資本金 300 万円、スタッフは常
勤役員原氏と委託先スタッフ 2－3名の小さな組織でスタートした。会社の基本的な考え方は、
どこにでもあり一部を除き無償で誰にでも使える太陽光・熱。風力。水力。バイオマス。地熱。
波力。潮力などの再生エネルギーが日本では豊富に存在しており、それらエネルギーは小規模
分散ができ、安定したエネルギー価格で利用できる。かつ持続的に使用が可能である。それを
利用すれば人、物、お金が地域で循環して、地域を潤すとの考え方に立っている。まさに地域
に富をもたらすとの考え方がその基礎に存在している。再生可能エネルギーは資源の有効利用
であり、かつ排気ガスなどを放出しないので、地域の経済ばかりでなく環境の保持のために役
立ち、一石二鳥以上の効果がある等の考えに基づき会社は活動をしている。この考えに筆者は
大変興味をひかれた。注 2）会社の種々の活動に関しては、後の章で詳しく取り上げる事にする。 
午後は、環境改善と自然保護に真剣に取り組む飯田市が、その一環として建設したエコハウ
スを見学して、自然エネルギーをいかに活用するか、さらにこの飯田下伊那地域の自然を上手
に取り込んで、暖冷房の知恵を生かした環境共生型住宅の実例を見ながら説明を受けた。自然
エネルギーを効率よく活用したこの地域の過去の人々の知恵と、今後取り入れていくべき装置
や設備を見学出来て、今後身の回りの環境を考える上で大変役立つ知識を学ぶことができた。 
2 月 27 日午前は、飯田市に近接している長野県阿智村に 2013 年 4 月 25 日に開館した、満
蒙開拓平和記念館を訪れ、現在飯田市上郷黒田在住の「満蒙開拓語り部」の中山千鶴さんから、
開拓団とは何であったのか、またご自身が幼少時にご家族と共に開拓団に参加して現地で体験
した事柄や、さらに 53 歳で永住帰国後から今日までに関して、詳しい説明を受けた。 
満蒙平和祈念館を訪問した後、南信州に移住し市田柿のナショナルブランド化や南信州の柿
の森づくり、太陽パネルの森づくりを目指して地域の資源・環境資源の開発と普及、特に地域
農業の振興と発展に取り組んでいる、「かぶちゃん農園株式会社」代表取締役社長の鏑木武弥氏
から、市田柿をどのようにして、ナショナルブランドとして地位を確立していったか。その地
域の農業を規模の大きな農家や零細規模の農家をまとめて、柿をはじめ現地のリンゴ、その他
にプルーンなど様々な地域や全国で生産される農産物に、より付加価値をつけて販売していく
システムを、今日でも拡大する努力をしているなどに関する説明を受けた。またさらなる発展
を目指し努力している姿に接し、今後日本の様々な農産物が日本ブランドという銘柄で、世界
中の国々で普及・販売され、我が国の主要な輸出品となるのではないかと考えた。 
以上、此度の調査合宿で訪問した飯田市役所はじめ企業や組織と、そこで説明・解説を受け
た内容に関する概要である。此度の調査合宿でも多くの皆さんから、詳細にわたる報告や説明
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をして頂だき、地方行政やこの地域の企業の活動などに関して、多岐にわたる新しい知識を習
得することができた。このことに関し大変感謝している。 
今回の調査で習得した多くの事柄に関し、すべて詳細に紹介は出来ないので、小論では筆者
が研究している、東南アジア諸国に進出した日系企業が直面している諸問題の中で、近年特に
問題とされる各国の電力供給不足の問題があり、多くの企業の生産活動にも影響を与えている
との事なので、筆者はその解決策として我が国で近年活発に活用されてきた、自然再生エネル
ギーをこれらの国で積極的に活用することが出来ないかと考えた。再生自然エネルギーを発電
に活用する方法は様々なものがあり、その規模も大小様々であるが、アジアの発展途上国で有
効に活用できる方法は、資金などの関係から小規模な発電設備が適していると考える。まさに
太陽光発電や小規模水力発電の活用に関係する事業を活発に行っている「おひさま進歩エネル
ギー株式会社」のような活動や考え方と、取り組む姿勢や理念を、発展途上国で活用したら、
まさに効果を上げる事が出来るのではないか考えたので、今回はそのことについて取り上げ論
述したい。 
 
２、東南アジア諸国の電力事情と小規模発電設備 
 
筆者は海外に進出している日系企業の経営管理に関心を持ち、調査・研究を行っている。今
日多くの日系企業が海外で活動を行っていが、その経営管理に関係して惹起する問題は多岐多
様である。筆者は海外に進出している日系企業の中でも、特に東南アジアの国々に進出してい
る企業が、現地で日常の経営管理を行っていく際に、発生する諸問題を明らかにするための調
査を実施しているが、近年生産の拠点作りと市場開拓を目指して、東南アジア諸国に進出する
日系企業の数が急増している。またすでに多数の企業が進出を果たしているタイやインドネシ
ア、マレーシアなどの国に加えて、近年、特に新興工業国といわれるベトナム、カンボジア、
ラオス、ミヤンマーなどの国々への進出が顕著になって来て、今後もこれらの諸国への企業進
出は拡大することが確実視されている。 
ところで、近年これらの国々に進出している日系企業が直面する問題の中でも、ある深刻な
事柄が顕著になってきていると言われている。それはこれらの国々には世界各国から同じよう
に進出する企業が急増している。しかしこれらの国々では多数の企業を受け入れても、インフ
ラが十分に整っていないため、その不足問題が深刻化している。特に企業の操業にとり必要不
可欠な電力が、急速な企業進出と同時にこれらの国での急速な経済発展に伴う国民生活の向上
により、極度に電力需要が急増し、絶対的な電力供給不足の状態が日常的に起こっていると言
われている。 
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これらの国々では、この問題を解決するために急遽電力発電設備を拡充する努力をしており、
特に火力発電施設や、水力発電等の設備の増強を必死になって図っている。しかし焼け石に水
の状態が続き、結果として極端な電力供給制限で急場をしのいでいる。そのために停電が日常
的にあり、進出した企業も極端な電力制限を受けて、工場の操業が十分に出来ないような状態
に追い込まれ、電力をやりくりしながら生産を継続している企業が多くあるといわれている。
そして今後この状態はさらに厳しくなると予測されている。この電力需給問題に関しては様々
な研究がなされ、データが公にされているので、その例を一、二あげてみると、東南アジア諸
国の過去や現在の電力供給状態や、今後必要とされる電力供給に関して、各国の電力需要につ
いて APEPC が 2005 年から 2030 年の各国の電力需要見通しを分析している。それによると我
が国が 0.8％の伸びに対して、インドネシアの伸び率は 3.9％、マレーシアは 4.5％、フイリピ
ンが 4.5％、シンガポールでは 4.2％、タイでは 4.9％、ベトナムは 6.7％といずれも大きく伸
びていて、各国の電力需要が急速に拡大すると予測されている。 
ここでその伸びが一番高いとされている、昨年訪問する機会を得たベトナムについての例で
見てみると、EVN（ベトナム電力グループ）による統計では 2005 年の工業・建設、サービス・
居住用それにその他の電力消費量は 45,603 ギガワットで必要電力量は 53,462 ギガワット。
2010 年には 97,111 ギガワット（GWh）、必要電力量は 112,658 ギガワットと 2 倍強、さらに
2015 年の推計では 164,960 必要となり、必要電力量は 190,047 ギガワット、そして今後 10 年
で 2.6 倍、15 年で 3.9 倍になると推測されている。注 3） 
また JICA の予測では今後 10 年間で、ベトナムの電力消費量は 3.5 倍になるとされている。
またベトナムの発電は 2007 年時点で、水力が 4 割を占め、日本の 7％、世界の平均の 15％と
比較してかなり高いのが特徴であったが、雨季の降雨量などに大きく左右されることと、近年
メコン川の水の使用で、隣国との摩擦があるなど、今後水力発電に大きく依存できないために、
今日埋蔵石炭や石油を使用する火力発電の比率が拡大し、近年、次々に火力発電所を各地に建
設して電力供給を行う努力をしているが、建設が計画通りに進行しない。以前豊富にあった石
炭や石油資源も枯渇しはじめ、近年海外から輸入して消費する状態になっていると言われ、そ
れに火力発電は地球温暖化や環境破壊問題があるので、今後原子力発電に依存しなくてはなら
ないと考えられている。だが福島の事故発生後、この計画も順調に進んではいない状態にある
と言われている。 
また、東南アジア各国の電力供給と需要の関係も、上で述べたベトナムと同様の状態である。
今後もこれらの国では経済発展が続くと考えられるので、各国の電力供給問題は今後ますます
深刻化すると考えられる。そこで各国はこの問題に対して、早急に有効な解決策を考えなくて
はならないと言える。 
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 そこでこの問題を解決するために太陽光発電、小規模水力発電、風力や地熱、バイオマスな
どの自然エネルギーを再生して、有効に活用する方法があると筆者は考える。特に東南アジア
の各国は幸いなことに、季節により差はあるが豊富な太陽光に恵まれ、かつ豊富な水流を活用
して小規模な水力発電施設や設備を活用するなら、各地方や地域の電力を十分に賄える小規模
な太陽光発電や、狭小ではあるが水量が豊富な潅漑水路や河川が沢山あるので、それを利用し
た小規模水力発電設備を建設して有効に活用する努力をすれば、今後、国全体の電力供給の有
効な補助手段として、十分に活用できると考えられるからである。また大規模な火力発電施設
を建設して、それを遠くの地方に送電する方法は電力のロスが多いばかりでなく、環境破壊や
地球温暖化の原因となる。地方や農村地帯において小規模な発電設備を建設して利用するなら
ば、巨額な建設費は必要が無くなるばかりでなく、自然エネルギーの活用で地域の自然環境を
保全する事も出来る。後で述べるが、「おひさまエネルギー発電株式会社」が実行している 0
円発電の実現や、同社の重要な理念である、地域での人、物、お金の地域内循環が可能となっ
て、地域を発展させる有効な手段にもなると考えられるからである。そこで以下に我が国で急
速に広まりつつある再生自然エネルギーの活用方法、中でも小規模ではあるが太陽光や小規模
な水力発電を活用して、自然エネルギーを効率的に発電している同社のような、小規模な会社
や組織が我が国では既に多数存在しており、この様な会社やシステムを活用する事が、東南ア
ジアの国々では適していると考えられる。そこで以下に「おひさま進歩エネルギー株式会社」
（以後おひさま社）の例を参考にしながら、その考え方とシステム導入が、東南アジア各国の
電力供給と同時に、地域経済の発展にかなり効果があると考えられるので、そのことを以下に
述べてみたい。 
 
３、東南アジア諸国での小規模発電設備利用（再生自然エネルギー）の有効活用について 
 
 以下に東南アジア諸国において、特に「おひさま社」のような小規模な太陽光や小規模水力
発電を活用した、地域電力供給方式がこれらの国々にとり有効であることを、同社の活動状況
と、事業運営の理念を参考にしながら述べる事にする。その前に近年急速に導入されるように
なってきた、我が国の再生自然エネルギーの活用状況について、少し述べておきたい。 
 我が国は自然エネルギーの豊富な資源や技術、そして人材や資金があったために、過去に太
陽光発電の先進国といわれていたが、政府の政策変更などにより、世界の流れに逆らって、そ
れを積極的に活用する努力を怠り、ドイツや西欧諸国にその地位を奪われてしまった。 
 今日世界では化石燃料などの資源の枯渇問題や、温暖化による地球環境破壊を防止する運動
が活発化して、西欧諸国では風力や太陽光を利用した自然エネルギー発電を取り入れる運動が
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活発になり、両者を加えた発電設備容量は今日 3 億 8,000 万 kM にもなり、その発電量は原発
の発電量 3 億 7,000 万 kM を超え、２年後には風力発電だけで、原発を上回ることは間違いな
いとまで言われる状態に達している。注 4） 
 さて、自然エネルギーの積極的利用に消極的であった我が国も、2013 年 3 月 11 日の東日本
大震災と福島の原子力発電所の事故により、原子力発電所に代わって化石燃料を使用する火力
発電所の稼働を余儀なくされている。その結果、化石燃料の輸入の急増と円安による、我が国
の国際貿易収支の大幅な赤字が拡大した事から、自然エネルギーの活用が再度見直されるよう
になってきた。そして太陽光、風力、小規模水力発電、バイオマスなど自然再生エネルギーの
活用の考えと機運が、国民の中に徐々に浸透してきた。この動きは 2012 年 7 月から、電力の
固定価格買取制度が導入された事などから近年、大手の企業ばかりでなく、全国で地元の中小
企業や NPO などが中心となって、一般公募による市民ファンドや、地元の金融機関から融資
を得るなどして、その地域と周辺に電力を供給する小規模な電力発電企業が立ち上げられるよ
うになってきた。 
 太陽光、風力、小規模水力発電やバイオマスなど、再生エネルギー活用の発電施設の利点は、
①運用時二酸化炭素などの温暖化ガスの排出量が少ない、②エネルギーを需要する近くで調達
でき、遠方まで送電する必要がないので、エネルギー消費量が縮減できる。③小規模設備は移
設、転売、修理、破棄などリサイクルが容易である。④小規模なので建設工期が短い。⑤設備
が比較的単純なために修理がしやすく、修理費も少額である。⑥化石燃料の使用が少ないので、
有害物質の排出が少ないなど、様々な長所があると言われているので、注 5）我が国ではここにき
て、大企業が再生エネルギー発電市場に参入するケースが多いと言われているが、そればかり
でなく多くの地方自治体や、地方の中小企業や NPO などが陸続と、小規模な自然エネルギー
発電事業へと参入し、飯田市の「おひさま社」と同じような活動を目指して、小規模ながらそ
の地域の電力供給を行い、かつ地元に売電収入を還流させ、地元を発展させようとする動きが
全国的に活発になってきている。「おひさま社」は、それらの小規模発電組織の典型と考えるの
で、東南アジアの発展途上国へ小規模発電設備の導入を考える際に、参考例になると考え引用
する事にした。 
 さて、 我が国の自然エネルギー発電量と発電施設容量は、環境エネルギー政策研究所（ISEP）
の「自然エネルギー白書 2013 年版」によると、2011 年度の日本国内の自然エネルギーによる
発電設備容量と発電量の推計値は、以下の表のようになっている。 
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2011 年度の日本国内の自然エネルギーによる発電施設容量と発電量の推計（ISEP 調査） 
種別 
 
 
年間設備 
導入量 
（万 kW）
設備容量 
増加率 
（％） 
累積設備 
容量 
（万 kW）
推計年間 
発電量 
（億 kWh）
発電量 
比率 
（％） 
国内発電量 
全体比率 
（％） 
太陽光 140.1 36.2 528.8 55.59 13.2 0.50 
風力 8.5 3.4 255.7 44.80 10.6 0.40 
地熱 0.0 0.0 54.0 26.89 6.4 0.24 
小水力 0.7 0.2 324.8 173.55 41.2 1.56 
バイオマス 2.9 0.9 328.1 120.70 28.6 1.08 
合計 152.5 11.4 1491.4 421.53 100 3.79 
 
 我が国では今後このように、再生可能自然エネルギーを活用する様々な形の発電設備が、大
企業や地方自治体、個人住宅における太陽光発電などが次々に導入され、従来の電力会社 
が地域独占の形で電力を供給する制度が崩れていくと考えられており、上でも述べたが、大規
模な企業による電力供給市場への参入ばかりでなく、特定な地域を対象とする小規模な発電施
設が、特に地方自治体や NPO などが中心となって、この活動が活発化して行くと考えられる。 
筆者が、「おひさま社」を例に取り上げたのは、小規模ながら地域の限られたエネルギーを有
効に活用して、同時に地域の環境を守るとの考え方に基づいて、今日発展的に事業活動を継続
しており、特に同社の活動と理念が、東南アジアの国々でもかなり有効に活用できると考える
からである。 
同社についてはすでに述べたが、2004 年 12 月有限会社として資本金 300 万円で設立された。
設立時は常勤役員が 1 人と委託先スタッフ 2－3 名でスタートしたが、2013 年 11 月末には資
本金 1000 万円、スタッフは男性 6 名、女性 3 名インターン生 2 名に成長している。同社の特
徴は太陽光発電が市民や賛同者の資金ファンドの事業へ投資で成り立っていることである。こ
の事業のスタートは北海道札幌の風力発電が NPO 法人による、ファンドにより運営されてい
たのを手本に、またその法人から様々なアイデアと協力を得てスタートしている。そのために
会社の事業は今日種々なファンドと金融機関からの資金調達によって事業が行われているが、
スタート時点のファンドは一部の地域市民と、地元以外で趣意に賛同してくれファンド募集に
応じてくれたもので、そのファンドの種類は 10 万円を 10 年で返却するタイプと、20 万円を
15 年で返却していくものであった。そのファンドで得られた資金をもとに 2004 年 5 月に市内
の私立「明星保育園」の屋上に、寄付するという形で NPO を設置し活動を始めたが、園児や
その父兄の省エネの意識を高める効果が大きかったとの事である。 
同社の事業活動は日本初の「南信州おひさまファンド」募集から始まった資金募集も、今日
では 7 つのファンドを募集し、資金調達をしながら次々に事業を拡大し発展をしている。同社
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はこれらのファンドを活用して、現在保育園や公民館など公的施設 27 か所に、太陽光発電パ
ネルを設置し 205KW の発電をしている。また飯田市と飯田信用金庫との協働で、設置費用 0
円の太陽光システム事業を立ち上げ、メガさんぽおひさま発電所プロジェクトにより
947,48KW の発電も実現させている。注 6）そして現在自然エネルギー普及のために、普及啓発も
積極的に行っている。その他に小規模水力発電事業を行ない、飯田市とその周辺地域に小規模
な地域発電設備を設置することにより、地域エネルギーの供給や地域環境保全に貢献している。 
同社は温暖化防止おひさまファンドをはじめとして、飯田信用金庫から全額資金調達をした
「おひさまグリッド」など次々とファンドを増加させて、現在の活動資金は 7 ファンドとなり、
その合計金額は 13 億 1,970 万円に達している。今日でも「おひさまファンド」は募集されて
おり、そのファンドをもとに同社は次々と事業を拡大している。また市民出資事業を行うため
にファンドごとに資産保有会社を設立して活動を行っている。注 7） 
さらに注目すべきことは、同社は 飯田市と周辺地域における活発な自然再生エネルギーの地
産地消、すなわち小規模分散、安定した価格でエネルギーを供給する事。かつそれを持続可能
な状態で運用することによって、人、物、お金の地域内循環を行い、大規模な他所の企業に利
益を持って行かれないようにし、地域経済を豊かに維持していくことを目標に経営されている
ことである。筆者は特にこの考え方に注目した。この考えは今後経済発展をしていく東南アジ
アの発展途上国に、電力の安定した供給と同時に必要とされる考え方と確信するからである。 
東南アジアの国々は赤道近くのアジアモンスーン地帯に存在するために、季節によって差は
あるが、我が国より太陽光や水資源が、特に地方や農村地帯では遥かに豊富に得られる環境に
ある。そして強力な太陽光や水量豊かな小河川や農業用の灌漑用水路が多数存在している事か
ら、季節や時間帯、天候などの制約が多少あるものの、これらの要素を有効に活用したならば、
我が国以上に自然再生可能エネルギーを得る事ができると考える。この再生可能エネルギー利
用発電は、まさに東南アジア諸国で十分に活用でき、各国の深刻な電力供給問題を解決するた
めに、かなり有効な手段になると言える。 
特にこれらの国々では全面的にインフラが欠如しており、他国から多額の借り入れや援助に
依存しながら、徐々にインフラを整えている。特に不足している電力供給のために大規模な発
電設備の建設が必要であることは、疑う余地がないがそのために多額な資金を調達・活用する
事は大変難しいのが現実である。そこで見方を変えて自然再生エネルギーを得て、それを活用
するための方法として、各地域や農村地帯に小規模な発電設備を多数建設する方法を選択する
ならば、個々の建設に多額の資金を投入する必要もなく、我が国の小規模な太陽光発電や、小
規模水力で活用されている地域住民ファンドの活用も可能であると考えられる。そこで深刻な
電力供給問題を抱えているこれらの国々にとって、かなり有益な方法と考えられる。問題は小
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規模とはいえ発電設備の建設のための、費用捻出の問題が生じてくる。しかし大規模なダムや
火力発電設備の建設を考えたら、小規模な太陽光や水力発電装置を建設・設置する費用は比較
にならないほど少額である。だが少額とはいえ我が国や世界先進各国のように、一般公募によ
りファンドを募集する方式は困難であるかもしれない。しかし小規模な発電設備の建設の費用
は、現在各国で行われている大規模な発電設備の建設費に比較するなら、小規模な発電設備を
建設して活用する方法は遥かに容易であり、利用価値があると考えられる。この際注意すべき
ことは、東南アジア諸国の特に地方や農村地域には、金額にもよるが少額の資金を出し合って
協働する習慣が存在し、その必要性を理解するとその実現に動く強力なエネルギーが存在して
いる。すなわち発展途上国の大都市以外の地方や農村地帯でも、我が国と同じように趣旨に賛
同して、ファンドに応募する企業や人々が存在する可能性がある。もし現地でのファンド募集
ができない場合には、ファンドを海外の NPO などの団体や、篤志家などに協力を依頼して募
集することも可能であると考えられる。しかし、このことに関しては各国において様々な規制
や問題があり、これらのことをクリアーしなくてはならないと考えるが、この小規模な自然再
生エネルギーの活動は、スタートすれば将来、おひさま 0 円システムで取り入れている方式も
応用が可能になると言える。 
ところで筆者が「おひさま社」の活動で特に注目した点は、同社は飯田市と周辺地域におけ
る活発な自然再生エネルギーの地産地消、すなわち小規模分散、安定した価格でエネルギーを
供給する事。かつそれを持続可能な状態で運用することによって、人、物、お金の地域内循環
を行い、大規模な他所の企業に利益を持って行かれないようにして、地域経済を豊かに維持し
ていく事を目標に経営されていることである。特にこの考え方は、今後経済発展をしていく東
南アジアの発展途上国にとって、電力の安定した供給をもたらすと同時に、基本的に必要な考
え方である。 
東南アジアの国々では、今日急速に経済発展を遂げているが、その裏で首都や大都市地域居
住者と、地方都市や農村部の居住者の間に、大きな格差が明確にみられる事である。また大企
業とその他の企業や組織の間にも歴然とした格差があり、それがこの地域での貧困を生みだし
ている大きな原因となっている。東南アジアの国の国民が経済発展の恩恵を等しく受けるため
には、政治の中心や大都市、それに経済活動で大きな影響力を持つ一部の大企業に、ゆがんだ
利権をもたらす経済行為を規制する必要がある。大規模なインフラの建設はその格差を生み出
す温床となっているので、まずは大規模な電力供給より、地方や農村部において小規模な発電
設備を、安価なコストで建設して利用できるようにする事であり、安定した価格で必要とする
電力の地産地消が可能な状態にすることである。またそこで生む出される経済成果はまず地方
や農村部において循環する方式を採用する必要がある。このことを実現するためには、「おひさ
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ま社」が活動目標にしている人、物、お金が地域で循環して、地域を潤すとの理念を、事業活
動の中心に据えておくべきであると考える。そのように考えて活動を実行して行くなら、必ず
小規模発電を導入した国においては、地方や農村地帯の経済発展が実現して行くものと考える。 
この様に考えると、自然再生エネルギーを活用する小規模な発電設備の設置は、上で例とし
て取り上げたベトナムでも、現在電力供給不足を補うために、現在急遽火力発電施設や設備の
増強を図っているが、ここにきてベトナムでは今まで豊富にあった石油や石炭などの資源が不
足するようになり、海外からの輸入に大きく依存しなくてはならない状態に追い込まれてきて
いるといわれている。大量の電力を早急に供給するためには、現時点で建設を急いでいる大規
模な火力発電所の完成と、稼働は必要かもしれないが、化石燃料を大量に消費する大規模な火
力発電設備は、地球温暖化や自然破壊の要因となるので、ベトナムでも今後ますます運用が困
難になってくると考えられる。このことはベトナム以外の国でも同じではないかと考える。筆
者はこれらの国で再生自然エネルギーを小規模な設備を多数建設して活用するのが良いと考え
る。 
ところで、東南アジアの発展途上国では、世界各国から企業が進出して、国民やその国の資
源を活用して経済活動をしているが、そこで働く従業員の多くは特に貧困層や農村住民であり、
彼らには人、物、お金が地域内循環を許さない環境におかれて生活している。このことはこれ
らの国々の中でも。大規模企業や都会の人々に利益を吸い上げられ、地方住民や農村地帯の住
民は、常に貧困状態に置かれている。一般的に、このような地域の人々の居住する所では、人、
物、お金がその地域で十分に循環するシステムがない。その結果、彼らの殆どは常に貧困状態
に置かれ、恒常的に弱者の地位に追い込まれている。もし自然再生エネルギーによる小規模な
太陽光発電や小規模水力発電設備が、彼らの居住する近くでおこなわれ、それが彼らに人、物、
お金の地域内循環が可能になるならば、小規模発電の設置と運用は、僅かながらでも彼らの生
活環境を改善すると同時に、その地域や農村地域の住民の自助努力を育てる要因になると考え
られるので、この地域循環の考え方は、電力発電と同時に、人々の生活環境を改善する大きな
力となると言える。また太陽光や小規模水力発電による電力発電と消費が地域内で実現される
ならば、そのことに従事する人々の雇用を生み出すばかりでなく、十分な電力が安定して確保
可能ならば、新しい産業を生み出す事になると考える。 
近年我が国では自然再生エネルギーを活用する種々な発電設備が急速に建設され、特に地元
の中小企業や NPO それに多くの地方自治体が中心となって、この活動が広まりつつある。そ
の結果、太陽光発電設備や小河川や農業用の灌漑とか、工場の排水などかって看過されてきた
ものを積極的に活用して、地域発電と地域環境の保全、いわゆる電力の地産池消に取り組む活
動が活発化してきており、そのことからそれらの設備を供給する事業所が全国的に増加してき
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ている。そのために技術進歩も目覚ましく、発電効果ばかりでなく、設置や修理などの技術や
方法も日進月歩している。 
再生自然エネルギーを活用する電力設備を提供する企業にとって、これら国々での条件さえ
クリアーするならば市場は無限に拡大していくと考える。我が国の東南アジア諸国に対する
ODA の規模それに提供する金額もかなり多額といわれている。この ODA をこれら設備に関係
する企業、特に地方の中小の企業の仕事を生み出す事に使用すれば、現地の経済活動ばかりで
なく、住民の意識改革を生み出すと考えられるので、再生自然エネルギーを活用する運動、特
に少額の投資費用で設置可能な太陽光発電や、小河川や農業灌漑の流れを利用する小規模水力
発電は、それら地域に居住する住民にとってもプラスになると確信する。 
 
４、むすび 
 
この度の合宿調査で、長野県飯田市とその近隣地域を訪問し、飯田市役所はじめ多くの企業
や組織の皆さんに大変お世話になった。小論では筆者が研究対象としている日系企業が多数進
出している、東南アジアの国々における電力供給不足問題と関連させて、まだ小規模ではある
が、電力の地産地消に取り組み、さらに地域の人と、物と、お金の地域内循環により、地域経
済の発展を意図して活動している「おひさま進歩エネルギー株式会社」のような活動が、東南
アジアの発展途上国において、小規模な電力供給により、彼らが抱えている深刻な電力供給問
題の一つの解決手段として、活用できるのではないかと考え、その活動を簡単に紹介した。 
 
注 
注 1） 「みんなの力で自然エネルギーを」おひさま進歩エネルギー株式会社。2013 年 4 月。 
注 2） この考え方の背景には、この地域に古くから存在している公民館活動と言う、住民特有の話し合い
活動があり、その話し合いが住民の行動の基本となっている。それが富の地域循環の考えの基礎に
なっていると考えられる。この富の地域循環の考え方は、今後東南アジアの発展途上国が、自らの
力で発展するための基本的に重要な考え方であると思う。 
注 3） 北陸銀行シンガポール駐在員事務所資料。APIR アジア太平洋研究所「東南アジアの電力事情」。
APEPC（2009）資料などを参考にした。 
注 4） 認定 NPO 法人環境エネルギー政策研究所の所長飯田氏は指摘している。 
注 5）http://ja.wikipedia.org/ 
注 6） おひさま 0 円システムとは飯田市や周辺町村、地域金融機関、市民出資により太陽光発電パネルを、
一般家庭などに無料で設置し、毎月定額の使用量を電気代として 9 年間支払ってもらうシステムで、
設置費用が掛からない、おひさまプロジェクトが補修に努めるなどの事により、太陽光発電を普及
させながら地域の自然環境を維持したり、市民の省エネ意識を向上させる活動である。現在では一
般家庭だけでなく多数の様々な公共施設や企業などに設置されその数も増加している。 
注 7） 筆者がこの会社の活動に注目した理由は、近年、太陽光発電と同時に、地域の小河川の流れを利用
し、小規模な水力発電設備を設置して、そのことにも力を入れることで、今後我が国において、小
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河川や農業の灌漑用水路を利用する、発電設備が増加していくと考えられるからである。 
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